
適時開示に係る宣誓書

平成　　年　　月　　日

株式会社名古屋証券取引所
代表取締役社長　　　　　　　殿
本店所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　
会 社 名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
代表者の　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

役　　職　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名（署名）　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　（会社名を記載）は、投資者への適時適切な会社情報の開示が健全な証券市場の根幹をなすものであることを十分に認識するとともに、常に投資者の視点に立った迅速、正確かつ公平な会社情報の開示を適切に行えるよう添付書類に記載した社内体制の充実に努めるなど、投資者への会社情報の適時適切な提供について真摯な姿勢で臨むことを、ここに宣誓します。


会社情報の適時開示に係る社内体制の状況について

（適時開示に係る宣誓書添付書類）

平成　　年　　月　　日

会　社　名　　　　　　　  　　　

（コード番号　　　　名証第　部）

（又はセントレックス）

　当社の会社情報の適時開示に係る社内体制の状況は、下記のとおりです。

記

【上場会社の会社情報の適時開示に係る社内体制の状況についてご記入ください。】

以上

適時開示に係る宣誓書（提出票）

以下のとおり適時開示に係る宣誓書等を提出します。

【提出会社】

	提出日
	平成　　　年　　　月　　　日

	会社名（コード）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　）

	担当者　

部署名
	

	役職
	

	氏名
	

	連絡先電話番号
	


【提出書類】（提出する書類の□欄にチェックをしてください。）

☑　本提出票

□　適時開示に係る宣誓書　　　　原本１部　（添付書類のみ提出する場合は不要）

□　同上　　　　　　　　　　　　写し１部　（添付書類のみ提出する場合は不要）

□　添付書類（社内体制の状況）　原本１部

□　同上　　　　　　　　　　　　写し１部

※添付書類が２枚以上ある場合は、原本については、糊付けやホチキス止めなどを行わずに、クリップ止めのままご提出願います。

【提出理由】（該当する項目の番号を○で囲み、必要事項をご記入ください。）

	１．　名証に対する代表者の変更　　変更日（平成　　年　　月　　日）

	２．　前回提出時から5年間経過　　経過（予定）日（平成　　年　　月　　日）　

	３．　添付書類のみ提出（差替え）　理由（1）適時開示に係る社内体制の変更

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）その他（　　　　　　　　　　）

	４．　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

（例：商号変更、代表者の役職の変更等）


※最初の提出（平成17年３月31日までの提出）に際しては、提出理由の記入は不要です。




有価証券報告書（半期報告書）の適正性に関する確認書

平成　　年　　月　　日

株式会社名古屋証券取引所

代表取締役社長


殿

本店所在地　　　　　　　　　　　　　

会　社　名　　　　　　　　　  　印　　

（コード番号　　 　　名証第　　部）

（又はセントレックス）

代表者の


役職
氏名（署名）　　　　　　　　　　印

当社の代表取締役（代表執行役）社長である○○○○は、当社の平成○年○月○日から平成○年○月○日までの第○期事業年度の有価証券報告書（平成○年○月○日から平成○年○月○日までの第○期事業年度の中間会計期間の半期報告書）の提出時点において、当該有価証券報告書（半期報告書）に不実の記載がないものと認識しております。

【以下、代表者が不実の記載がないと認識するに至った理由（有価証券報告書又は半期報告書の作成に関して代表者が確認した内容）を記載する。】

提出票（有価証券報告書等の適正性に関する確認書）

以下のとおり有価証券報告書・半期報告書の適正性に関する確認書を提出します。

【提出会社等】

	提出日
	平成　　　年　　　月　　　日

	会社名（コード）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　）

	確認対象の有価証券報告書・半期報告書
	平成　　年　　月期　　有価証券報告書　・　半期報告書

（有価証券報告書・半期報告書は、該当するものを○で囲んでください。）

	有価証券報告書・半期報告書への確認書の添付の有無
	あり　　　　　・　　　　　なし

（該当するものを○で囲んでください。）

	担当者　

部署名
	

	役職
	

	氏名
	

	連絡先電話番号
	


【提出書類】（提出する書類の□欄にチェックをしてください。）

☑　本提出票

①有価証券報告書・半期報告書に確認書（企業内容の開示等に関する内閣府令第17条第1項第1号ヘ又は第18条第2項に規定する書類）を添付した場合

□　当該確認書の写し　　　２部（うち１部は代表者による原本証明付）

②有価証券報告書・半期報告書に①の確認書を添付していない場合

□　適時開示規則の規定により作成した確認書　　　原本１部

□　同上　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　写し１部

※①②の場合とも、確認書が２枚以上ある場合は、糊付けやホチキス止めなどを行わずに、クリップ止めのままご提出願います。



親会社等の状況に関する通知書

	提出日
	平成　　　　　年　　　　　月　　　　　日

	会社名（コード）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　）

	担当者　

部署名
	

	役職
	

	氏名
	

	連絡先電話番号
	



１．親会社等の有無【全上場会社が記入】

　　　　　　　　　　　　　　

⇒　親会社等が「有」の場合、「別紙」へお進みください。

「無」の場合、この用紙（１枚）のみ提出してください。

※「親会社等」とは、「①親会社（注１）」及び「②上場会社が他の会社の関連会社（注２）である場合における当該他の会社（注３）」のことをいう。

（注１）　親会社　：財務諸表等規則第８条第３項に規定する親会社

（注２）　関連会社：財務諸表等規則第８条第５項に規定する関連会社

（注３）　「②上場会社が他の会社の関連会社である場合における当該他の会社」は、財務諸表等規則第８条第16項第４号に規定する「その他の関係会社」と同義です。


親会社等の状況に関する通知書（別紙）

 会社名（コード）         　　（　　　）　

２．親会社等の名称等【親会社等を有する全上場会社が記入】

	
	親会社等の商号又は名称
	「①親会社」又は「②上場会社が他の会社の関連会社である場合における当該他の会社」の別

※記号を記入
	親会社等の議決権所有割合

（％）
	親会社等が発行する株券が上場されている証券取引所等（※）の商号又は名称

（複数ある場合はすべて記載）

	（１社目）
	
	
	
	

	（２社目）
	
	
	
	

	：
	
	
	
	


（※）外国の証券取引所又は組織された店頭市場を含む。

⇒　親会社等が１社の場合、４．へお進みください。

　　　　　　　複数の場合、３．へお進みください。

３．親会社等の影響の状況【複数の親会社等を有する上場会社が記入】

	上場会社に与える影響が最も大きいと考えられる会社の商号又は名称
	

	その理由
	


※上場会社に与える影響が最も大きい会社が複数ある（影響が同等である）と考えられる場合は、そのすべての会社について記載し、影響が同等であると考えられる理由を記載してください。

⇒　４．へお進みください。

４．非上場の親会社等の開示に関する事項【親会社等を有する全上場会社が記入】

· 親会社等が複数ある場合は、上場会社に与える影響が最も大きいと考えられる会社１社について記入

· 上場会社に与える影響が最も大きい会社が複数ある（影響が同等である）と考えられる場合は、いずれか任意の1社を選択する。（選択した親会社等の商号・名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	当該親会社等について、その会社情報の適時開示が不要であると考えられる場合には、その理由（①～③）を選択してください。（該当する記号を○で囲んでください。）

①～③のいずれにも該当しない場合は、④を○で囲んでください。
	①　当該親会社等が国内の証券取引所に上場されている株券の発行者であるため

	
	②　当該親会社等が外国の証券取引所又は組織された店頭市場において上場又は継続的に取引されている株券（預託証券を含む。）の発行者であるため

	
	③  当該親会社等について上場会社との事業上の関係が希薄であり上場会社が親会社等について開示すべき事実を把握することが困難であると考えるため

（あわせて、そのように考える理由について記載してください。）

　　［理由］

	
	④　当該親会社等に関する会社情報の適時開示が必要である場合

※　あわせて、①当該親会社等の直前事業年度の貸借対照表及び損益計算書（連結ベースのものがある場合には、当該書類も）及び②当該親会社等の「所有者別状況」、「大株主の状況」及び「役員の状況」を記載した書面（有価証券報告書様式（開示府令第３号様式（当該親会社等が外国会社である場合には、第８号様式））に準じて記載）をご提出ください。




以　上

別紙１





［参考様式］





別紙２





別紙３





郵送先


〒460-0008　名古屋市中区栄三丁目３番17号


　株式会社名古屋証券取引所　


　　自主規制グループ　上場監理担当　宛





別紙４





［参考様式］





郵送先


〒460-0008　名古屋市中区栄三丁目３番17号


　株式会社名古屋証券取引所　


　　自主規制グループ　上場監理担当　宛





別紙８	





別紙５





全ての上場会社において、平成17年２月28日（月）までにご提出願います。


親会社等を有していない場合には本ページのみを、親会社等を有している場合には別紙部分を含めてご提出をお願います。


ご提出方法は、当取引所に持参いただくほか、FAX及び郵送でも結構です。





本資料の提出枚数　　　　　　　　枚





有　　　　・　　　　無





（該当するものを○で囲んでください。）








【FAX送付先】０５２－２６４－４７０２


【郵送先】〒460-0008　名古屋市中区栄三丁目３番17号


株式会社名古屋証券取引所　自主規制グループ　上場監理担当　宛








※この別紙は複数枚にわたっても構いませんので、ご自由に様式を拡張して記入してください。


※書面提出後、2月28日（月）までに記載内容に変更・訂正がある場合には、遅滞なく新たな書面の提出をお願いします。











※書面提出後、2月28日（月）までに記載内容に変更・訂正がある場合には、遅滞なく新たな書面の提出をお願いします。














